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１．ＪＡ青年組織綱領 

我々ＪＡ青年組織は、日本農業の担い手としてＪＡをよりどころに地域農業の振興を

図り、ＪＡ運動の先駆者として実践する自主的な組織である。 

さらに、世界的視野から時代を適確に捉え、誇り高き青年の情熱と協同の力をもって、

国民と豊かな食と環境の共有をめざすものである。 

このため、ＪＡ青年組織の責務として、社会的・政治的自覚を高め、全国盟友の英知

と行動力を結集し、次のことに取り組む。 

 

１．われらは、農業を通じ環境・文化・教育の活動を行い、地域社会に貢献する。 

ＪＡ青年組織は、農業の担い手として地域農業の振興を図るとともに、農業を通じて地域

社会において環境・文化・教育の活動を行い、地域に根ざした社会貢献に取り組む。 

 

１．われらは、国民との相互理解を図り、食と農の価値を高める責任ある政策提

言を行う。 

人間の「いのちと暮らし」の源である食と農の持つ価値を高め、実効性のある運動の展開

を通じて、農業者の視点と生活者の視点を合わせ持った責任ある政策提言を行う。 

 

１．われらは、自らがＪＡの事業運営に積極的に参画し、ＪＡ運動の先頭に立

つ。 

時代を捉え、将来を見据えたＪＡの発展のため、自ら組織であるＪＡの事業運営に主体的

に参加するとともに、青年農業者の立場から常に新しい JA運動を探求し、実践する。 

 

１．われらは、多くの出会いから生まれる新たな可能性を原動力に、自己を高め

る。 

ＪＡ青年組織ネットワークを通じて営農技術の向上を進めるとともに、仲間との交流に

よって自らの新たな可能性を発見する場をつくり、相互研鑚を図る。 

 

１．われらは、組織活動の実践により盟友の結束力を高め、あすの担い手を育成

する。 

ＪＡ青年組織の活動に参加することによって、個人では得られない達成感や感動を多く

の盟友が実感できる機会をつくり、このような価値を次代に継承する人材を育成する。 

 

（平成 17年３月 10日制定） 

(注釈) 本綱領は、ＪＡ全青協設立の経過を踏まえて「喜怒川５原則」「全国青年統一綱領」の

理念を受け継ぎ、創立 50 周年を契機に現代的な表現に改めるとともに、今後目指すべき

ＪＡ青年組織の方向性を新たに盛り込んだものである。 
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２．ＪＡ山口県青壮年部 委員長挨拶  

 

ＪＡ山口県青壮年部委員長の藤岡です。 

2025 年の農林業センサスにおいて、農業従事者の平均年齢が全国

一位の高さという山口県農業の現実は、我が県が日本一の農業衰退

県だと言えると思います。 

その分だけ、大きく重く多くなっている諸課題を、私たち農業の担

い手である青壮年部盟友こそが前向きに解決に向けて取り組まない

といけないと強く感じています。 

ポリシーブックを作成する事で、県青壮年部活動の可視化と課題

の共有、県内盟友で結束して共に歩んでいける足掛かりにできると

期待しています。 

これから一歩ずつ重ねて行くことで活動の経験や知恵、そして情

熱を次代に伝えていける物として確信しています。 

最後に、ポリシーブック委員会を取り仕切っていただいた原田副

委員長を始め、ポリシーブック作成に尽力いただきました盟友には、

この場を借りて御礼申し上げます。 

 

ＪＡ山口県青壮年部 

委員長 藤岡 義宏 

 

３．ポリシーブック実行委員名簿 

 

統括 役職 氏名 

防府とくぢ青壮年部 委員長 原田 慎司 

岩国青壮年部 委 員 小橋 和紀 

防府とくぢ青壮年部 委 員 福田 竜男 

山口青壮年部 委 員 安光 洋和 

下関青壮年部 委 員 森本 秀信 

萩青壮年部 委 員 上杉 晋也 
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４．ＪＡ山口県青壮年部とは  

 

県内 11 地区の統括本部青壮年部の盟友 323 名が加入しています。

農業者の結束力の強化・盟友の農業経営の発展、および県内の青壮年

部の活性化を目的にＪＡや関連団体と連携し、山口県の農業を振興

すべく活動を展開しています。また、全国農協青年組織協議会の会員

であり、全国で約５万人の青年農業者たる構成員とともに、日本の農

業の担い手として農業振興と地域社会の活性化に取組んでいます。 

 

５．山口県農業の現状 

 

現在、私たち山口県の農業は、かつてない危機の中にあります。最

新の統計では、県内の農地の約 47%で 10 年後の担い手が決まってお

らず、従事者の平均年齢は 72.3 歳と全国で最も高いという、極めて

厳しい現実を突きつけられています。このままでは、地域の風景も、

食の安全保障も維持していくことは困難です。 

 しかし、私たちはこの現状をただ憂いているわけにはいきません。

今の私たちがあるのは、厳しい時代を切り拓いてきた先代たちのた

ゆまぬ努力と、この大地、そして支えてくださる地域の方々の恩恵が

あってこそです。私たち青壮年部が「次世代の旗振り役」となり、具

体的な行動で山口の農業を未来へ繋ぐこと、それ以外に道はありま

せん。 

 今年度の県青壮年部では、以下の２つの決意を柱に据えました。 

（１）「次世代への継承」： 

農業の価値を伝え、新たな担い手が集まる土壌を拓く。 

 

（２）「組 織 の 団 結」： 

「未来を耕せ」という合言葉のもと、盟友一人ひとりがつなが

り、地域の課題を提言から実践へと移していく。 

    この一冊は、単なる要望書ではありません。私たち農業者が

「山口の農業を自分たちの手で再興させる」という誓いの書で

す。一人の力は小さくとも、323 名の盟友が結束し、知恵を出し

合えば、必ず道は拓けます。 
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６．ポリシーブックをなぜ作成するのか 
 

山口県内の農業者が直面する課題を改めて洗い出し、我々の活動

がどのように地域社会や経営に活かされているのかを明確にとりま

とめます。現在、新規盟友の確保や活動の充実に注力しておりますが、

一方で活動のマンネリ化や、イベント対応による過度な負担など、活

動の意義を見失いかねない課題も浮き彫りとなっています。活動の

取捨選択と適切な労力配分を再考すべき時期に来ています。 

盟友全員が青壮年部活動の価値を再確認できるよう、今年一年間

の活動に全力で邁進いたします。このポリシーブックの作成を通じ、

活動の意義や楽しさを共有し、将来に向けた活動や内容を精査した

いと考えています。 

 

７．課題の洗い出し 

 
地域(営農)についての課題 青壮年部活動についての課題 

A 農業の担い手不足 ①  盟友間で情報交換や共有が足りていない 

B 耕作放棄地が増加している ②  活動に参加する人が少ない 

C 資材価格の高騰 ③  地域によって活動に温度差がある 

D 価格転嫁できていない ④  
盟友に地域農業の担い手という自覚が希

薄 

E 自然災害リスク ⑤  
自治体や JAとの連携、組織に対する理解

不足 

F 鳥獣被害の拡大 ⑥  盟友数の減少 

G 新規就農者の経営の安定 ⑦  食農教育活動が少ない 

H 
生産技術、経営知識の不足による生産の

不安定 
⑧  新規就農者支援が足りていない 

I 
世代間のコミュニケーションが不足し

ている 
⑨  

盟友と事務局とのコミュニケーションが

不足している 

J 農地の集約が進んでいない ⑩  
JA 青壮年部として活動意義が見えづら

い 

K 
地域計画の完成度が地域によって差が

あり、更新が進んでいない 
⑪  農業施策に対する理解の不足 

L 
デジタル化・スマート化の普及が進まな

い 
⑫  発信力が弱い 

M 未婚者が多い   

N 
環境への負荷が低い農業の理解が進ん

でいない 
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８．ＪＡ山口県青壮年部の活動が課題に対し 

どのように活かされているのか 
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９．ＪＡ山口県青壮年部だより 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8 



 

 

 

10．令和７年度ＪＡ山口県青壮年部要望書 

 

 

要  望  書 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年１０月３１日 

 

山 口 県 農 協 青 壮 年 部 
 

全国農協青年組織協議会 
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令和７年度ＪＡ山口県青壮年部 要望書 

 

ＪＡ山口県青壮年部とは 

 県内 11地区の統括本部青壮年部の盟友 325名が加入しています。盟友の農

業経営の発展と県内の青壮年部の活性化、農業者の結束力の強化を目的にＪＡ

や関連団体と連携し、山口県の農業を振興すべく活動を展開しています。 

また、全国農協青年組織協議会の会員であり、全国で約５万人の青年農業者

たる構成員とともに、日本の農業の担い手として農業振興と地域社会の活性化

に取り組んでいます。 

 

はじめに 

 農林水産省は将来の農地の利用方法を明確にしようと、2023年の法改正（農

業経営基盤強化促進法）で全国の市町村に策定が義務づけられた「地域計画」

について、今年 4月末時点の内容をまとめました。全国にある農地の 30％余

り、山口県では 47.1％の農地が 10年後の担い手が決まっていないことが明ら

かになりました。さらに、山口県内の基幹的農業従事者の平均年齢は 72.3歳

（2020年）と全国平均で一番高齢という統計が出ています。 

 山口県農業は、担い手の確保や農地の維持において存続の危機にあり、「食

料・農業・農村基本法」（2024年６月改正）の基本理念である「食料安全保障

の確保」が果たせなくなる恐れがあります。 

 このような危機的な状況の中、我々は、山口県内の農業の担い手として、誇

り高き情熱と協同の力をもって、食料の安定供給に向け明日の担い手を育成

し、地域社会の発展に貢献していく覚悟です。 

 このため、ＪＡ山口県青壮年部は、持続可能な農業、次世代を担う農業者の

ために、以下の政策を要望します。 

 

要望事項 

１．食農教育の拡充 

（１）食農教育は、子どもたちの健全な心身の成長、食料安全保障への理解、

持続可能な社会づくりに不可欠である。体験を伴う食農教育を義務教育

の柱に位置づけ、学校教育における食農教育の必修化に向けて制度的強

化を要望する。 

（２）国産国消・地産地消の推進として、学校給食における地元農畜産物の使

用拡大と市町村組織へのさらなる助成措置を要望する。 
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２．農業人材の確保・育成 

（１）新規就農者・親元就農者・第三者継承者・雇用経営体の雇用安定を目指

すにあたり、農業次世代人材投資事業分野への制度の拡充と支援を要望

する。 

（２）新規就農者に対し、就農後の経営サポートを充実させる体制の構築、さ

らに就農後の補助制度の整備・拡充を要望する。 

（３）農業従事者の高齢化に伴い、コントラクター等が果たす役割は大きくな

ってきている。一方で、設備や燃料等の価格高騰により、コントラクタ

ーの運営が厳しくなってきているため、コントラクターへの財政支援を

含め、育成・確保の促進を要望する。 

（４）農業の人材を確保するため、公務員が副業として農業経営または農作業

アルバイトを行うことへの要件緩和を要望する。 

 

３．農地の集積・集約化及び有効利用 

（１）担い手への農地の集積・集約に向けて、所有者不明農地の利活用制度を

含め、実務を担う農地バンク及び市町等に対する支援の拡充を要望す

る。 

（２）市町が中心となって策定する地域計画や再生協議会等が中心となって策

定する水田収益強化ビジョンの着実な実践による計画的、戦略的な産地

づくりを推進するため、飼料用米も含めた作付け転換にかかる万全な予

算の確保を要望する。 

（３）地域計画は、随時見直すことに意義がある。農業者・地域住民に対して

多面的機能の観点からも地域計画を随時見直しするよう、市町に対して

指導することを要望する。 

（４）農地の有効利用には基盤整備が必要である。また、既設の水路、農道、

ため池、ライスセンター等の農業インフラの多くは、高齢化・担い手不

足による維持管理不足と更新時期を迎えている。担い手への農地の集

積・集約が進むように基盤整備事業の拡充を要望する。 

（５）農地への太陽光発電の設置について、農地の一時転用許可基準や運用に

自治体ごとの地域差がある。将来の営農を見据えた計画的な運用を要望

する。 

（６）耕作放棄地の再生利用のための支援拡充を要望する。 
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４．適正価格の実現 

（１）農畜産物の取引において、生産者が安定した取引ができ、再生産を可能

とする合理的な農畜産物の価格形成がなされるよう、法制化を見据えた

対策を要望する。 

（２）農業生産資材の価格について、諸外国の調査を実施し、比較分析の結果

を踏まえ、農業資材に関する法制度の必要な改善を要望する。 

（３）農業生産資材や燃料価格の高騰、高止まりに対して、長引く農業経営へ

の悪影響を緩和できる補填措置の継続、拡充を図るとともに、今後の動

向を踏まえ、必要に応じた激変緩和対策の継続、拡充を要望する。 

 

５．鳥獣被害への対策 

（１）鳥獣被害による収益の低下に、対策費の投下が加わるダブルの問題が顕

在化している。山口県の被害は近年減少傾向にあるが、３億円を超える

被害額は膨大である。被害を最小限に抑えるために、鳥獣被害について

情報発信や地域ぐるみの対策強化及び拡充することを要望する。 

（２）狩猟に携わるリスクや労働量に対して、一定の報酬を担保し、新規の狩

猟についても経営部門の一つとして確立されるよう支援を要望する。 

（３）狩猟で得た野生鳥獣の資源活用を促進するため、鳥獣被害防止総合対策

交付金等補助の拡充や、ジビエや加工品への利用が円滑に進むよう、加

工施設や加工業務に従事する人材への助成を要望する。 

（４）鳥獣被害の軽減に不可欠な防護資材の高騰に対して、補助制度の強化や

条件の緩和を検討されたい。また高齢化や過疎化により、防護設備の設

置や維持管理が困難な状況にあることを鑑み、地域計画などを活用した

効率的な運用や支援を要望する。 

（５）山口県内のシカやサルによる被害範囲が県全域へと拡大しており、被害

範囲をこれ以上拡大させないためにも、被害実態を正確に把握し、県域

での対策を検討することを要望する。 

 

６．持続可能な農業の実現 

（１）災害・気候変動に左右されない農業経営の確立のため、農業者の実態を

把握したうえでの経営安定対策の見直し、充実を図ることを要望する。 

（２）農業は、食料安全保障の確立、国土・環境の保全、地域経済・社会の維

持、景観形成、文化維持など、多面的機能を有する。担い手の減少や高

齢化により多面的機能を維持することが困難な局面になりつつある。多

面的機能の維持は国民全体の責務であるため、一過性の予算に依存する
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のではなく、恒久的かつ安定的な財源を確保し、その水準を維持、向上

に資するよう拡充することを要望する。 

 

以上 

令和７年１０月３１日 

山口県農協青壮年部 

                                            委員長 藤岡 義宏 
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